
 

 

2022.08.20 日野市企画部平和と人権課 

みんなで話そう！ 平和都市宣言って遠いもの？ わたしたちとのつながり 

 

核兵器って、国と国との問題なのか？ 

わたしたちとのつながりを求めて 
竹峰誠一郎1 

 

はじめに 
 ・今日のねらい 

 「日野市核兵器廃絶・平和都市宣言」（非核平和宣言）の制定当時を振り返り、同宣言への理解

を深めていく。そのことを通じて、この宣言を、現在、そしてこれからどう活かしていけるのか

を、考えていく。←「みんなで話そう！」 

 

 ・グループワーク 

Q1.核兵器は、国の安全保障の問題としてよく議論されます。それなのにどうして自治体

が、「核兵器廃絶・平和都市宣言」をするのでしょうか。自治体がこのような宣言をする意義は

どういうところにあるのでしょうか。 

 

 Q2.「核兵器」は、一見遠い世界の問題で実感がわきにくいという声があります。皆さん自身

はどうやって自分に引きつけてきたのでしょうか、あるいは引きつけようとしているのでしょ

うか。そもそも核兵器は、そんなに遠い問題なのでしょうか。あるいは、核兵器はそもそも、遠

くにある問題なのでしょうか。 

 

Q3.「日野市核兵器廃絶・平和都市宣言」は制定から 40年が過ぎましたが、この宣言を現

在、そしてこれからどう活かしていくことができるのでしょうか。 

 

１． 日野市の非核平和宣言（1982年 10月）を読み解く 
1-1 宣言文 三つの注目点 

・① 地球規模の広い視野  

 

・② 足元を見つめる視点 

 

・③ 地方自治体として自分たちが動く 

  

←反核を求める国内外の世論の高まり  

例：第 2回国連軍縮特別総会＠ニューヨーク 1982年 6月、7月 

 

1-2 非核自治体宣言の進展、そのはじまりに合流 

・制定された時期（198２年 10月）に注目  

 

・制定前後の動きに注目 

1982年 8月 広島県府中町が呼びかけたシンポジウム「非核宣言の輪を広げよう」参加 

1983年 8月 宣言自治体の連絡会結成のための第 1回準備会（府中町）参加 

→その後、4回の結成準備を経て、1984年「日本非核自治体協議会」発足 
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自治体が非核平和宣言をしていく その発想はどこからやってきたの？  

 

２．「非核自治体宣言」という着想 生みの親：英国・マンチェスター市議会 
2-1 非核兵器地帯宣言（1980年 11月） 

 

2-2 「英国内のすべての地方自治体に対し、同様の決議を行うように呼び掛ける」 

→「英国の自治体のみならず、他のヨーロッパ諸国、北米、オーストラリア、ニュージーラン

ド、日本などの自治体に共有された」（坪井 2016） 

 

 ・「第 1回イギリス非核自治体会議」（1981年）、「第 1回非核自治体国際会議」（1984年）

の開催地 

 

2-3 米ソの核戦争勃発の脅威のなかで 

・「防護して生き残れ」（サッチャー首相）→「抗議して生き残れ」（エドワード・Ｐ・オンプソン） 

 

３．なぜ自治体が非核平和宣言するの？ 核兵器は国と国の話なのでは？ 
3-1 グループワークの意見から 

Q1.核兵器は、国の安全保障の問題としてよく議論されます。それなのにどうして自治体

が、「核兵器廃絶・平和都市宣言」をするのでしょうか。自治体がこのような宣言をする意義は

どういうところにあるのでしょうか。 

 

3-2 非核平和宣言自治体先駆者の声（『中国新聞』2009年 8月 9日、8月 11日） 

 

3-3 今日的な意義として 平和会議副会長の声（『朝日新聞』2022年 6月 30日） 

 

3-4 実質的な機能として 

 

４．核兵器を捉える視野を拓く：「核兵器」は遠い問題？  
4-1 グループワークの意見から 

 Q2.「核兵器」は、一見遠い世界の問題で実感がわきにくいという声があります。皆さん自身

はどうやって自分たちに引きつけてきたのでしょうか、あるいは引きつけようとしているので

しょうか。そもそも核兵器は、そんなに遠い問題なのでしょうか。あるいは、核兵器はそもそも、

遠くにある問題なのでしょうか。 

 

4-2 核兵器＝「国の安全保障」問題だけ？ 

 

 

4-3 核兵器＝難しい問題、高度な知識が必要？ 

 

4-4 「平和事業」として取り組む意味 

・平和とは＝直接的暴力、構造的暴力、文化的暴力の不在状態（ヨハン・ガルトゥング） 

 

・暴力と向き合い、平和の創造へ 

 

・「平和の文化」を育んでいくためには？ 

 



 

 

おわりに 非核平和宣言をどう活かすのか 
1. think globally （地球的に考える）大切さ 

・「SDGs」にも通じる先駆性  

 

・国を経由しないで世界とつながる 「国際交流」「自治体外交」の走り  

       ←自治体がもつ可能性を拓く 

 

 ・国境を越える地球的な考えを引き継ぎつつ、 

欧米の国家動向だけでなくて、中小の国々、さらに「小さな人びと」、「辺境」とされた地域 

安全保障だけでなくて、他の問題と接続していく 

 →核兵器をめぐる新たな課題、新たな視野が拓けてくる 

 

2. think locally（地域・足元から考える）ことも大切？ 

 ・あるものを活かす 非核平和宣言に学ぶ 

 

3. 考えるだけでなく、自ら動く大切さ 

・「大きなもの」に巻かれるだけでなく、 

  

・「平和」を生み出していく気概 

 

4. 最後の問いかけ 

・Q3. 「日野市核兵器廃絶・平和都市宣言」は制定から 40年が過ぎましたが、この宣言を現

在、そしてこれからどう活かしていくことができるのでしょうか。 
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